
             都市整備部 
 

 

都市計画 …………………………… Ⅹ－ 1 

市営駐車場 ………………………… Ⅹ－ 9 

公園・緑地 ………………………… Ⅹ－10 

市街地整備 ………………………… Ⅹ－14 

中心市街地整備 …………………… Ⅹ－16 

土木・建設 ………………………… Ⅹ－17 

交通安全対策 ……………………… Ⅹ－19 

住宅施策 …………………………… Ⅹ－23 

(財)四日市市都市整備公社 ……… Ⅹ－25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅹ－ 1

都市計画   
 

都市計画とは、都市の健全な発展を計画的に誘導し、秩序ある市街地を形成して、人々の健康

で文化的な生活と、機能的な都市活動を確保することを目的としている。そのために、土地の合理

的な利用を図る都市計画を決定し、その計画を効果的に実現するために、適正な規制誘導や事業

を行っている。 

 

●都市計画における区域・地域地区等の指定状況         平成 19 年 4 月 1 日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道 

行政区域：20,553.5ha  

都市計画区域：20,074.5ha 

市街化区域：7,457.7ha 

用途地域：7,420.6ha 

第一種低層住居専用地域：868.3ha 
第二種低層住居専用地域：22.2ha 
第一種中高層住居専用地域：550.0ha 

第二種中高層住居専用地域：600.4ha 

第一種住居地域：1,288.4ha 

第二種住居地域：497.0ha 

準住居地域：233.7ha 
近隣商業地域：290.6ha 

商業地域：222.4ha 

準工業地域：1,081.6ha 

工業地域：547.2ha 

工業専用地域：1,218.8ha 

高度利用地区：0.6ha 

防火地域：82.9ha 

準防火地域：376.0ha 

風致地区：122.8ha 

駐車場整備地区：150.0ha 

臨港地区：1,123.2ha 

生産緑地地区：188.4ha 

市街化調整区域：12,616.8ha 

都市計画区域外：479.0ha 

土地利用 

特別用途地区：677.7ha 

第一種特別工業地区：185.4ha 

第二種特別工業地区：333.7ha 

第三種特別工業地区：90.0ha 

地区計画等 地区計画(8 地区)：95.7ha 

沿道地区計画(1 地区)：7.0ha

都市施設 

公園：112 箇所 

用途地域無指定：37.1ha

道路：64 路線 

都市高速鉄道；2 路線 

駐車場 自動車駐車場：5 箇所 

    自転車駐車場：3 箇所 

緑地：19 箇所 

墓園：2 箇所 

汚物処理場：2 箇所 

処理施設：3 箇所 

学校：1 箇所 

社会福祉施設：1 箇所 

市場：1 箇所 

と畜場：1 箇所 

火葬場：1 箇所 

駅前広場：10 箇所 

市街地開発事業 土地区画整理事業 

公共施行：７地区 

組合等施行：35 地区

市街地再開発事業：4 箇所 

第四種特別工業地区：21.4ha 

第五種特別工業地区：47.2ha 
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1.都市計画区域 

一体の都市として総合的に整備し、開発し、及び保全する必要がある区域。都市計画区域で

は、土地利用に対する規制を定めたり、都市施設の整備や市街地開発事業等の事業を行い、

都市の健全な発展と秩序ある整備を図っていく。 

 

2.土地利用 

○区域区分（市街化区域・市街化調整区域の区分） 

都市計画区域の無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図ることを目的として都市計画

区域を市街化区域と市街化調整区域とに二分することから俗に線引きと言われる。 

市街化区域は、既に市街地を形成している区域及びおおむね 10 年以内に優先的かつ計画

的に市街化を図るべき区域を指定する。市街化区域では､以下に述べる地域地区を定めて､建

築行為や開発行為の規制誘導を図るほか、都市施設の整備や市街地開発事業の実施等により、

計画的に市街地を整備していく。 

市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域を指定する。市街化調整区域では、建築・開

発行為を許可制とし、市街地の無秩序な拡散を防ぐ。 

 

○用途地域 

市街化区域内の土地利用が無秩序に進んだり、相容れない土地利用が混在することによる弊

害を防ぐため区域内の土地につき建築物の用途を規制するための仕組み。住居系 7 区分、商業

系 2 区分、工業系 3 区分の計 12 種類がある。各用途地域にあわせて建築できる建物の種類が

定められているほか、都市計画法、建築基準法により建ぺい率・容積率、高さや壁面の位置等に

より建築物の形態が規制される。 

 

○特別用途地区 

地域の特殊性に応じた土地利用の規制・誘導を図る必要がある場合に用途地域による規制を

補うため、これを強化あるいは緩和するために指定される。区域内の建築行為については、市の

建築条例によって規制される。現在、以下の５種類の特別用途地区を指定している。 

 

名 称 概 要 

第一種特別工業地区 

・当初指定年月日：S50.1.16 

・指定面積：185.4ha 

・内容：住居系と工業系（主に万古窯業）との混在が著しい準工業地域

内においてそれらの環境を守るために、工業系及び風俗営業等関連の

建築物につき、用途地域の規制を強化する。 

第二種特別工業地区 

・当初指定年月日：S50.1.16 

・指定面積：333.7ha 

・内容：大気汚染や水質汚濁を防止するために工業地域内の工業系の

建築物につき、用途地域の規制を強化する。 
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第三種特別工業地区 

・当初指定年月日：H8.2.2 ・指定面積：90.0ha 

・内容：第一種住居地域、第二種住居地域内の住環境を守りつつ、地場

産業（大矢知素麺）を保護するため乾麺製造業の工場の立地につき用

途地域による規制を緩和する。 

第四種特別工業地区 

・当初指定年月日：Ｓ50.5.10 ・指定面積：21.4ha 

・内容：大気汚染や水質汚濁を防止するために工業地域内の工業系の

建築物につき、用途地域の規制を強化する。 

第五種特別工業地区 

・当初指定年月日：Ｓ50.5.10 ・指定面積：47.2ha 

・内容：大気汚染や水質汚濁を防止するために工業専用地域内の工業

系の建築物につき、用途地域の規制を強化する。 

 

○高度利用地区 

土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、容積率の最高限度や最低

限度、壁面の位置等の制限を定める。現在、２地区を指定している。 

 

地区名 面積 

容積率

の最高

限度 

容積率の

最低限度

建ぺい

率の最

高限度 

敷地面

積の最

低限度

壁面の位置 

の制限 

指定 

年月日

諏訪町地区 0.4ha 600％ 200％ 70％ 200 ㎡

四日市中央線北

側の東西道路境

界線から２ｍ 

S63.8.2

諏訪新道 

第一地区 
0.2ha 600％ 200％ 60％ 200 ㎡

諏訪新道北側の

東西道路境界線

から４ｍ 

H5.2.1

 

○防火地域・準防火地域 

地域内の建築物の防火・耐火性能について構造面から規制を設けることにより都市を火災から

守るための仕組み。都市計画で区域とその種類(防火・準防火の別)を決めておき、区域内の一

定要件（階数と床面積）の建築物については耐火建築物・準耐火建築物にしなければならない

等の構造制限がかかる。過去の経験から都市が火災に弱いことからつくられた制度＜防火地域

／指定面積 82.9ha、指定年月日 H8.2.2（最終変更）、準防火地域／指定面積 376.0ha、指定

年月日 H8.2.2（最終変更）＞ 

 

○風致地区 

優れた自然的景観を「風致」と言い、市街地に近接した里山等の風致を都市生活者に潤いを

与えてくれるものと位置付け、その計画的な維持・保全のために都市計画に風致地区を定めるも

の。区域内の土地については県の条例により建築・土地の区画形質の変更等の土地利用に対し

規制がかけられる。現在、四郷地区で１地区を指定している。 

＜指定面積 122.8ha、指定年月日 S51.4.13＞ 
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○駐車場整備地区 

円滑な道路交通の確保や地区の商業・業務等の都市活動の維持・向上を図るために、駐車

場整備計画を定め、重点的に駐車場を整備する地区を駐車場整備地区に指定する。区域内の

建築行為は市の条例（『四日市市建築物における駐車施設の附置等に関する条例』）の対象と

なり、建築物の用途と総床面積に応じて駐車場の設置義務が定められる。現在、中心市街地で

１地区を指定している。＜指定面積 150.0ha、指定年月日 H6.2.2＞ 

 

○臨港地区 

港湾機能の維持・増進を図るため、港湾と一体的に整備・開発すべき地区を定める。港湾法

に基づき分区が指定され、建築物等の制限が港湾管理者の条例で定められる。建築基準法第

48 条の用途地域の用途規制及び、第 49 条の特別用途地区の用途規制は適用されない。＜指

定面積 1,123.2ha、指定年月日 H16.10.29（最終変更）＞ 

 

○生産緑地地区 

市街化区域内で、良好な生活環境のための空間や公共公益施設のための多目的保留地とし

て、計画的に保全を図る農地等を定める。地区内の土地に対しては生産緑地法に基づき行為制

限がかけられる。＜指定面積 188.4ha、指定年月日 H18.3.24（最終変更）＞ 

 

○地区計画 

建築物や工作物、広告物の用途、形態や、道路、公園の配置等について、きめ細かく定めるこ

とにより、建築や開発行為を規制誘導し、地区レベルのまちづくりを進めるもの。現在、９地区で指

定。 

地区名 区域面積 地区整備計画の概要 

小林 21.0ha 

地区施設（道路） 幅６ｍ×４路線、幅５ｍ×20 路線 

建築物の用途規制（B、C 地区） 

空地に雨水調整機能を持たせる(雨水を貯めたり染み込ませたりするよう

にする) 

新正 11.9ha 

地区施設（道路） 幅８ｍ×６路線、幅６ｍ×２路線 

建築物の用途規制（業務街区、住宅業務街区） 

壁面の位置の制限、敷地面積の最低限度 

日永 5.7ha 
地区施設（道路） 幅 8.5ｍ×１、幅 6.0～18.5ｍ×１、幅６ｍ×１ 

建築物の用途規制 

生桑 14.3ha 

地区施設（道路） 幅８ｍ×2 路線、幅６ｍ×1 路線、幅５ｍ×3 路線、幅４

ｍ×3 路線 

地区施設（公園） 1 箇所 

建築物の用途規制、敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物

の形態・意匠、垣・さくの構造 

別山 27.5ha 
地区施設（公共空地）、建築物の用途規制、敷地面積の最低限度、壁面

の位置の制限（A 地区）、建築物の形態・意匠、垣・さくの構造 
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桜今井 3.4ha 壁面の位置の制限、建築物の高さ制限 

波木 7.2ha 
建築物の用途規制、壁面の位置の制限、建築物の形態・意匠、垣・さくの

構造 

尾平 4.7ha 
建築物の用途規制、建ぺい率の最高限度、敷地面積の最低限度、壁面

の位置の制限、建築物の形態・意匠、垣・さくの構造 

沿道 7.0ha 
間口率の最低限度、建築物の高さの最低限度、建築物の遮音上の構造

制限建築物の防音上の構造制限、建築条例による規制あり 

 

3.都市施設 

公共公益施設の内特に基幹的なものを都市計画に位置付け、区域内の建築行為に対し規制を

かけ、計画的な整備を担保している。 

 

○道路（64 路線） 自動車専用道路；3 路線、幹線街路；60 路線、特殊街路；１路線。都市計画

道路の整備については、国・県・市各々が継続して事業進渉を図っており、市事業では千歳町小

生線の整備推進を行っている。 

 

都市計画道路整備事業の進捗状況                      （平成１9 年４月１日現在） 

計画延長 改良済 概成済 未改良 

225.73km 
111.38km 

49.3% 

48.22km 

21.4% 

66.13km 

29.3% 

 

○駅前広場                          （10 箇所[整備済；6 箇所、未整備 4 箇所]） 

名 称（都市計画道路名） 計画面積 計画決定年月日 備考 

近鉄四日市駅東口北広場 

（四日市中央線） 
1,500 ㎡ 昭和 49 年 11 月 29 日 整備済 

近鉄四日市駅東口南広場 

（四日市中央線） 
2,100 ㎡ 昭和 49 年 11 月 29 日 整備済 

JR 四日市駅前広場（四日市中央線） 10,500 ㎡ 昭和 49 年 11 月 29 日 整備済 

近鉄富田駅東口広場（富田本町線） 1,750 ㎡ 昭和 49 年 11 月 29 日 未整備 

JR 富田駅前広場（富田駅前線） 1,125 ㎡ 昭和 49 年 11 月 29 日 未整備 

近鉄富田駅西口広場（富田萱生線） 1,000 ㎡ 昭和 49 年 11 月 29 日 未整備 

近鉄塩浜駅西口広場(塩浜駅中里線) 1,980 ㎡ 平成元年１月１３日(最終変更) 整備済 

近鉄新正駅前広場（新正 1 号線） 2,300 ㎡ 平成元年 1 月１３日(最終変更) 整備済 

近鉄塩浜駅東口広場（塩浜駅前線） 1,880 ㎡ 平成元年 1 月１３日(最終変更) 整備済 

近鉄川原町駅前広場（川原町駅前線） 2,400 ㎡ 昭和 58 年 1 月 21 日 未整備 
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○都市高速鉄道 市街地における鉄道及び道路機能の円滑化を図るため、鉄軌道の高架化を

図るもの。 

名 称 位 置 区間延長 構 造 内 訳 

嵩上式 

3,490ｍ 

路線短絡工事 1,013ｍ(雨池川～国道 1 号) 

盛土 

高架一期工事 1,692ｍ(国道 1 号～三滝川) 

整備済 

三滝川橋梁    70ｍ(三滝川) 

高架二期工事 715ｍ(三滝川～海蔵川) 

近畿日本鉄

道名古屋線 

海山道一丁

目(起点)～

阿倉川町

(終点) 

4,520ｍ 

地上式 

1,030ｍ 

海山道町地内 400m(海山道駅～雨池川) 

海蔵川橋梁  110m(海蔵川) 

阿倉川町地内 520m(海蔵川～阿倉川駅) 

近畿日本鉄

道湯の山線 

安島一丁目

(起点)～中

川原二丁目

(終点) 

1,790ｍ 

嵩上式 

3,490ｍ 

地上式 

1,030ｍ 

高架一期工事 1,790ｍ(四日市駅～中川原

駅)  整備済 

 

○駐車場 

名 称 種別 計画面積 計画台数 供用台数 決定年月日 構 造 

中央駐車場 0.47ha 430 413 S62.4.14 
地上6層 

地下2層 

本町駐車場 0.11ha 93 93 S59.7.26 地上3層 

諏訪公園駐車場 0.19ha 142 142 S57.10.29 地下1層2段

国道1号地下駐車場 0.69ha 200 203 H6.4.27 地下2層 

中央通り地下駐車場 

自動車 

駐車場 

0.73ha 300 306 H6.4.27 地下2層 

四日市市自転車駐車場 0.07ha 730 730 S54.2.24 広場式 

本町自転車駐車場 0.025ha 53 53 S59.7.26 広場式 

四日市市第二自転車駐

車場 

自転車 

駐車場 

0.1ha 1,600 1,579 H8.4.24 地上2層 
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○公園・緑地・墓園 

種 別 計画箇所数 供用箇所数 計画面積(ha) 供用面積(ha) 

広域公園 1 1 98.10 19.80

総合公園 4 4 145.70 81.07

運動公園 2 2 4.48 4.53

地区公園 1 0 13.20 0

近隣公園 9 9 15.88 16.03

街区公園 95 89 19.22 17.76

公 

 

園 

小計 112 105 296.58 139.19

緑 地 19 12 259.21 85.58

墓 園 2 0 48.90 0

 

○その他の施設   

種 類 名 称 区域面積 供用面積 決定年月日 

四日市・菰野・川越・朝日汚物処理場 2.2ha 2.2ha S41.2.23
汚物処理場 

楠衛生センター（し尿処理施設） 0.2ha 0.2ha S53.1.9

四日市ごみ処理場 12.37ha 4.3ha H9.11.7

廃棄物処理センター 1.67ha 0ha H12.10.2処理施設 

楠衛生センター（ごみ焼却施設） 0.4ha 0.4ha S53.1.9

学  校  北勢地区養護学校 2.3ha 2.3ha S52.11.29

社会福祉施設 四日市障害福祉施設 0.8ha 0.8ha S52.11.29

市  場  北勢公設地方卸売市場 13.3ha 13.3ha S52.11.16

と畜場 四日市市地方卸売市場食肉市場 1.0ha 0.8ha 
H19.2.13

(最終変更)

火葬場 北大谷火葬場 2.7ha 2.7ha 
H1.9.4

(最終変更)

 

 

4.市街地開発事業 

市街地において、家屋等の密集を解消し良好な住宅地や業務地の確保を図るため、宅地と道

路・公園等の公共施設を一体的に整備する事業手法である。代表的なものに土地区画整理事業と

市街地再開発事業がある。 
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●建築確認・開発行為許可等申請状況   

本市が25万都市になったことに伴い、建築確認、建築許可等業務が昭和53年２月１日より市に移

管され、また平成12年11月１日より特例市移行に伴う開発許可権限が付与されたことにより、本市の

実情に即し迅速かつ適正な建築行為及び開発行為にかかる許認可事務を行っている。 

 

区   分   平成12年度 13 14 15 16 17 18 

建 築 確 認 申 請 書 

建 築 許 可 等 申 請 書 （ 建 基 法 ） 

開発許可申請書（都計法第29条 ） 

建築許可申請書（都計法第43条 ） 

土 地 取 引 届 出 (国 土 法 第 2 3条 ) 

2,347 

35 

149 

112 

32 

2,195 

30 

131 

100

26

2,042

40

 101

  43

14

1,955 

20 

 87 

    62 

   27 

1,992 

20 

104 

   52 

  29 

2,115 

29 

116 

    60

    29

2,037

35

113

   68

27
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市営駐車場   
 

●施設の概要 

駐車場整備計画に基づき、都市計画決定を行って中央及び本町駐車場を供用している。 

 中  央  駐  車  場  本  町  駐  車  場  

所 在 地 諏訪町１－２５ 本町３－３ 

開 設 年 度 昭和６２～６３年度 昭和６０年度 

建設年月日 平成元年４月１日 昭和６０年１２月１４日 

延 床 面 積 9,771.76 ㎡ 1,700.72 ㎡ 

収 容 台 数 413 台  93 台  

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造 地下２階地上５階建（６層） 鉄骨造 ２階建（３層） 

取 扱 時 間 終日 午前７時～午後１０時 

駐 車 料 金 ３０分毎に１４０円  

 

●市営駐車場利用状況 

中 央 駐 車 場 本 町 駐 車 場  

年 度 総 数 月平均 総 数 月平均 

平成８ 291,626 台 24,302 台 17,743 台 1,479 台 

９ 283,848 23,654 18,409 1,534 

１０ 290,535 24,211 22,070 1,839 

１１ 304,700 25,392 24,359 2,030 

１２ 299,082 24,924 24,612 2,051 

１３ 299,066 24,922 27,491 2,291 

１４ 286,640 23,887 33,124 2,760 

１５ 289,051 24,088 30,264 2,522 

１６ 281,952 23,496 24,211 2,018 

１７ 261,835 21,820 17,619 1,468 

１８ 262,915 21,910 15,282 1,274 
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公園・緑地 
 

公園緑地は、スポーツ、レクリエーションを通して健康な心身の保持、増進機能、環境の維持形

成機能、都市景観を向上させる機能、都市防災上の機能のほか、季節を感じさせ、市民に安らぎと

潤いを与える機能がある。 

そこで、総合公園などの都市基幹公園の整備については、豊かな自然と調和のとれた魅力ある

公園づくりを進め、親子で楽しめる施設の整備を図る。また、街区公園などの住区基幹公園は、地

域的な均衡を図りつつ整備を進める。緑地については、防災､延焼防止等の都市防災上の機能、

大気の浄化等の環境の維持形成機能等をもたらせるとともに憩いと安らぎの場として整備を進める。 

なお、市街地を重点として市民に潤いを与えるため、街路緑地、美化を積極的に図るとともに、公

共施設、学校、工場、家庭の緑化を推進する。 

 

●市内の公園種別と数                                 平成19年3月31日現在  

公 園 種 別 個 所 数 面  積 

街区公園 333 50.36ha 
住区基幹公園 

近隣公園 10 17.92 

小      計 343 68.28 

総合公園 4 81.07 
都市基幹公園 

運動公園 2 4.53 

小       計 6 85.60 

大規模公園 広域公園 1 19.80 

緑      地 45 114.38 

合      計 395 288.06 

 

前記のほか、本市の緑化を推進し、住みよい明るい緑のまちづくりと健全な市民生活を寄与す

るため、四日市市緑化推進条例を制定（昭和39年２月)、都市の風致を維持するために、四郷風

致地区122.8haの指定 （昭和50年度)、都市の良好な環境を維持するため、樹木の保存に関す

る要綱に基づき保存樹の指定（昭和52年度）を行い保存に努めている。 

 

●花と緑いっぱい補助金交付制度  

緑あふれるまちを目指して、市民の皆さんからの寄付を財源とする「四日市市緑化基金」を設け

ており、その活用事業として平成１４年度から「花と緑いっぱい事業」を実施している。これは、花と

緑に囲まれた潤いのあるまちをつくるため、公園、街路、子ども広場などの公共施設やこれに類す

る施設に花壇を設置したり緑化を行ったりするボランティア団体等に対して補助金を交付する制

度である。具体的には花壇事業と緑化事業とがある。 
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●生垣設置助成金交付制度    

四日市市緑化基金を活用した制度で、市内に新たに生垣を設置する場合に、費用の一部を

助成する。対象となるのは幅員４ｍ以上の道路に面した土地に、延長２ｍ以上の生垣を設置する

個人又は事業所等を有する法人である。（４ｍ以下であっても道路後退実施箇所に生垣を設置

するものについては対象になる。） 

 

●市民緑地制度   

緑地の保全と創出を図り、市民の憩いの場を提供するために、民有地を土地所有者から市が

無償で５年以上借り受け、必要な施設等を整備する制度である。整備や維持管理は地域団体な

どが主体となって実施している。 

 

市 民 緑 地 名 所  在 面  積 

岡山市民緑地 上海老町・赤水町地内（県地区） １１,１３６.77㎡ 

初瀬ビオトープの谷市民緑地 智積町地内（桜地区） １,１４９㎡ 

市民緑地かわらだ竹林公園 河原田町地内（河原田地区） ２,１８１㎡ 

市民緑地貝家町のビオトープ 貝家町地内（内部地区） ２,０３２㎡ 

八王子町秋の小径市民緑地 八王子町地内（四郷地区） １６,６０７㎡ 

 

●中央緑地 (緩衝緑地)  

昭和32年以来急速に発展してきた市南部地域の石油化学工業の本格的な稼働に対処する

ため、昭和41年度から昭和43年度にかけて市南部工業地帯と市中心部市街地を遮断する緩衝

緑地として公害防止事業団により建設された。 

市中心部から２㎞と近距離にあり、体育館、陸上競技場等の運動施設が配置されているため、

本来の緩衝緑地としての機能のほか、市民のスポーツ、レクリエーション活動の場として活用され

ている。 

東西約900ｍ南北約400ｍ、総面積28.5haの区域を、中央部より東を静的ゾーンとして公園施

設、西の国道１号寄りを動的ゾーンとして体育館を初め陸上競技場、水泳競技場、野球場の各

運動施設を配した。特に憩いの場に適するよう芝生広場をできるだけ多くとり、樹木も多く植栽し

た。 

計画決定面積  31.8ha 

開設面積  28.5ha 

主な施設  体育館(２)、陸上競技場、野球場、水泳競技場、芝生広場、便所(５) 

 

●霞ヶ浦緑地 (緩衝緑地)  

この事業は、四日市市の第三コンビナートの操業にともない、発生が予想される大気汚染、そ

の他の産業公害を防止するため、工業地帯と住居地域の間に幅150ｍ、延長1,650ｍ、面積

22.9haの共同福利施設 (緩衝緑地及び運動施設等)を設置することにより、地域の環境水準を

質的に向上させるとともに地域住民の福利を図ろうとするものであって、北部地区はプール、植樹

地帯等を、南部地区には運動施設、修景施設等を設置している。 

また、昭和54年度より緑地へのスムーズな進入と国道23号線の混雑緩和を目的とした立体跨
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道橋の建設を行うとともに、緑地内の植樹及び園路整備等を行った。 

その後、昭和58、59年度にかけて、電源立地促進対策交付金を受け、霞ヶ浦第１野球場の全

面改装を行い、スタンド、夜間照明を有する球場として整備した。 

また、平成７年度から全天候型多目的施設として、四日市ドームの建設に着手し、平成９年８

月に完成した。 

計画決定面積  41.1ha 

開設面積  27.5ha 

主な施設  四日市ドーム、体育館、野球場(２)、サッカー場、オーストラリア館 

プール、運動用舟艇場、便所(４) 

 

●北勢中央公園(広域公園)  

昭和58年に三重県北伊勢地域の県民を対象とした、スポーツ・レクリエーションの場とした広域

公園を四日市市、大安町、菰野町の１市２町に跨がる丘陵地に、北勢中央公園91.8haを都市計

画決定して、三重県が県営公園として、整備に着手した。 

その後、開始された事業は、用地買収等が順次進み、平成５年７月にはスポーツゾーンの一部

が完成以降、現在全体面積の1／5に相当する19.8haが開園され、大いに利用されている。 

さらに、園域住民の当公園に寄せる期待は大きく、円滑な事業推進並びに早期完成が待ち望

まれている。 

都市計画決定面積  98.1ha 

開設面積  19.8ha 

主な施設  野球場、テニスコート(12面)、芝生広場、大型遊具、噴水他 

 

●南部丘陵公園(総合公園)  

四日市市南西部の住宅地に隣接した丘陵地に位置し、昭和49年に敷地の大半を占める国有

地の無償貸付及び管理委託を受け、自然を生かした総合公園として昭和51年度より事業に着手

し、様々な施設を計画的に整備してきた。 

平成18年度には、見晴らしの丘にワイド滑り台と休憩施設を設置し機能充実を図り、野鳥の森

予定地においては、敷地造成及び野鳥の餌となる実のなる木を植樹した。 

また、平成19年度には野鳥の森の園路舗装を行い供用開始の予定であり、ピクニック広場に

ついても張芝による整備を完了させる予定である。 

主な公園施設として、大規模な芝生広場、大型コンビネーション遊具の他、小動物園、デーキ

ャンプ場の施設等もある。その他、公園の大半を占める樹林地にはアカマツ、コナラ等の優良な群

落が残っており、野鳥も数多く見られることから、季節毎の花木を多く植栽し、四季折々の散策、

観察が楽しめるよう散策園路が設けられており、身近に自然とふれあえる場として多くの利用者の

方に親しまれている。 

また、南部丘陵公園には、近隣住民の方々によるボランティア活動も活発であり、くりの木の植

樹をはじめ、ウメ林、バラ園、ショウブ園の育成にも取り組んでいただいている。 

都市計画決定面積  87.9ha 

開設面積  45.2ha 

主な施設  小動物園、展望台、芝生広場、大型遊具他 
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●垂坂公園・羽津山緑地(総合公園) 

昭和63年に建設大臣から防災緑地緊急整備計画の承認を得て、都市開発資金の貸付を受

けて用地取得を行い、施設整備についても、平成元年度から３ヵ年の計画で芝生広場(5.1ha)を

整備した。また、平成７年度に防災備蓄倉庫の建設を行った。 

一方、計画区域内の宅地開発や土取りが進行する等から区域内の良好な緑地を保全するた

め、平成７年度から環境事業団に垂坂公園の一部13.1haの建設を事業委託し、平成11年度末

には、全施設の譲渡を受け、里山に緑を取り戻し、子どもから大人まで利用できる公園として供用

開始した。 

平成18年１月には、未供用区域のうち９.４haについて事業認可を受け、平成18年度か

ら平成25年度にかけて整備を行う予定であり、幅広い層の市民の方々の日常的なレクリ

エーションの場として、また、豊かな緑を保全することにより「緑の基本計画」の根幹

の一翼を担う施設として整備を進める。 

計画決定面積  39.70ha 

開設面積  18.5ha 

主な施設  防災備蓄倉庫、芝生広場、遊具、展望台、調整池他 
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市街地整備 
 

●土地区画整理事業 

土地区画整理事業は、「公共施設の整備改善及び宅地の利用増進並びに居住環境の改善」

を一体的・効果的に行う都市基盤整備事業であり、市街地を総合的に整備する手法である。 

〈四日市市の区画整理の沿革〉 

本市の土地区画整理事業は、戦前、港湾整備・工場誘致・海軍燃料廠建設とあいついで工

業化・市街化される塩浜地区一帯を、旧都市計画法に基づく県知事施行による臨海土地区画

整理事業として実施したのが最初である。 

その後、昭和22年、戦災により焼失した中心市街地の復興を目的に261.1haの復興土地区画

整理事業が行われ、次いで産業道路として計画された通称名四国道(現国道23号)の工事に伴

い都市改造を目的とした浜田地区(29.6ha)、そして当時県下最大の住宅団地であった笹川団地

の造成を目的とした南部丘陵地区(162.5ha)の整備が県施行により行われた。 

市施行としては、昭和40年、近鉄四日市駅以西の西浦地区（103.4ha）に着手したのが最初で、

35億円の経費と21年の歳月をかけて昭和60年に完成した。続く浜田第２地区（64.0ha）は昭和45

年に着手、54億円の経費と17年の歳月をかけ昭和62年に完成した。 

民間施行は、宅地造成を目的として個人・共同施行７地区、組合施行２７地区の合計３４地区

で事業が完了し、271.0haが整備されている。このうち、旧楠町では、個人施行１地区、組合施行

３地区の計４地区、9.2haが整備済である。 

〈現在の施行状況〉 

本市で現在行われている土地区画整理事業は、大別すると施行者の違いにより公共団体施

行と組合施行の二つに分けることができる。 

公共団体が施行する事業は、都市計画的見地から土地区画整理事業による一体的整備が

必要であると判断される場合に行われるものであり、都市基盤の整備が急がれるインナーシティ

(面的未整備地区)、スプロール地区(既成市街地隣接地区)などで施行される。 

公共団体施行については、末永・本郷地区（平成２年度～平成２４年度〔清算期間を含む〕）

において平成１７年度までに都市計画道路を始めとする地区内の道路整備がほぼ完了し、現在

換地処分に向け準備中である。 

組合施行による土地区画整理事業は、地権者が自主的に組合を組織して事業を行うものであ

り、名実ともに住民主体のまちづくりである。本市においても組合施行により民間活力を導入して

都市機能や住環境の向上を図るため、組合運営の指導および技術援助を行い、健全な市街地

の整備を進めている。 

現在施行中の午起土地区画整理事業は、橋北地区の住環境整備の一環として実施されてい

る。 
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●土地区画整理事業概要一覧                           平成19年3月31日現在 
施行 減歩率 公共用地率  

地区名  施工者 
認可公告 

年月日 年度  
面積  

（ha） 

公共  

（％） 

合算  

（％） 

施行前  

（％） 

施行後  

（％） 

総事業費 

（千円） 

桜台  共同  S50.1.28 49～51 1.2 48.20 74.45 1.03 48.74 68,324

花本  〃 S51.2.10 50～51 0.5 14.06 22.49 1.24 15.14 3,590

中里  個人  S56.6.5 56～57 5.2 26.50 26.50 0 26.50 358,561

白山  共同  S62.3.6 61～1 4.2 26.15 45.78 2.28 27.83 464,931

山城東山 〃 H 1.2.25 63～4 4.1 27.02 51.33 1.14 27.85 652,400

笹川南  個人  H 9.3.28 8～12 3.7 23.33 28.13 0.16 23.45 402,665

本郷川北 〃 H 6.9.27 6～7 0.5 16.99 40.43 4.40 20.60 97,668

（小計） 7   19.4   2,048,139

東住吉  組合  S42.12.12 42～43 1.8 2.71 2.71 3.33 5.95 1,320

山畑  〃 S46.7.9 46～48 10.1 23.78 41.95 4.24 27.01 122,550

垂坂  〃 S46.12.8 46～48 9.2 21.84 38.63 5.00 25.75 121,074

山麓  〃 S46.12.8 46～49 12.3 24.20 37.65 5.16 28.11 127,470

石塚  〃 S47.9.22 47～48 1.8 17.50 37.33 3.16 20.11 39,729

小杉大谷 〃 S48.10.9 48～51 9.6 18.03 44.93 0.38 18.35 427,900

東坂部  〃 S48.10.26 48～49 0.5 12.24 26.74 10.62 21.57 6,841

別名  〃 S53.5.19 53～54 2.3 17.02 23.97 5.26 21.40 80,058

いつき 〃 S56.2.10 55～58 2.0 19.67 41.43 8.76 26.71 177,284

安島  〃 S52.10.3 52～61 0.8 2.95 2.95 10.20 12.70 161,656

山之神谷 〃 S60.1.11 59～63 7.8 24.29 49.56 6.94 29.54 769,382

西坂部  〃 S60.11.19 60～62 2.0 22.85 50.18 0 22.85 240,240

釆女  〃 S61.12.9 61～6 39.2 33.73 63.65 2.48 35.37 5,601,075

浮橋  〃 S62.4.21 62～1 2.0 23.53 43.71 0.74 24.09 218,114

桜  〃 S62.11.6 62～4 18.8 33.99 72.33 2.69 35.77 2,286,000

桜今井  〃 H 5.7.20 5～8 3.4 24.72 45.88 15.19 36.15 478,325

伊坂  〃 S62.1.20 61～9 37.2 21.89 57.16 2.34 23.72 6,180,000

東垂坂  〃 H 7.12.22 7～10 0.6 19.66 32.78 0.90 20.40 73,000

垂坂郷川・新貝 〃 H 7.1.13 6～11 6.6 30.06 40.74 3.30 32.38 804,582

桜駅西  〃 H 7.12.5 7～11 1.2 25.58 42.80 15.96 37.46 206,962

別山  〃 H 5.11.30 5～12 26.3 31.90 62.00 6.92 36.61 5,691,158

小牧町南 〃 H 5.3.30 4～12 16.0 26.18 50.57 5.97 30.59 2,820,000

波木釆女 〃 H 4.4.24 4～13 27.2 32.06 60.80 2.71 33.90 4,757,029

波木  〃 H 9.1.24 8～17 4.2 29.02 50.00 3.98 31.85 766,883

本郷  〃 S51.10.1 51～52 1.9 14.56 26.42 3.10 17.20 59,000

本郷川北 〃 S58.12.9 58～60 4.8 14.71 28.18 10.12 23.35 268,855

北五味塚東町 〃 H 5.8.6  5～10 2.0 15.56 32.45 9.20 23.30 295,865

（小計） 27   251.6   32,782,352

臨海  県知事  S16.3.19 15～27 150.8 ― ― ― ― 31,071

四日市  〃 S22.9.16 22～51 261.1 21.68 23.21 15.09 34.96 1,795,160

南部広陵 県  S39.12.26 39～44 162.5 15.54 41.59 5.17 25.12 2,268,000

浜田  〃 S36.7.24 36～45 29.6 14.75 14.75 19.60 28.90 589,526

西浦  市  S40.3.15 39～2 103.4 21.30 25.00 8.74 28.22 3,537,000

浜田第二 〃 S45.10.15 45～3 64.0 17.28 21.71 13.38 28.26 5,469,000

（小計） 6   771.4   13,689,757

施 
 
 
 
 
 
 

行 
 
 
 
 
 
 

済 

（合計） 40   1,042.4   48,520,248

午起  組合  S62.8.25 62～21 10.0 13.21 13.21 18.84 29.23 1,170,000

末永本郷 市  H 2.8.20 2～24 24.8 21.25 21.25 19.67 31.78 15,390,000
施
行
中

（合計） 2   34.8   16,560,000

 計  42   1,077.2   65,080,248
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中心市街地整備  
 

●中心市街地活性化事業 

中心市街地活性化基本計画に基づき、定住人口の増加を図る。 

地 区 名 地区面積 事業手法 進渉状況 施 設 概 要 等 

諏訪新道第１地区 0.24ha 
市街地再開発事業 

（個人施行） 

完成 

（Ｈ8.2） 

店舗（519㎡）住宅（112戸） 

駐車場（122台）地上15階、 

延床面積12,024㎡ 

諏訪新道第２地区 0.19ha 

 

優良建築物等整備事業 
完成 

(Ｈ13.11） 

店舗（290㎡）住宅（82戸） 

駐車場（84台）地上15階、 

延床面積9,003㎡ 

諏訪新道第３地区 0.18ha 優良建築物等整備事業 
完成予定 

（H20.3） 

店舗（85㎡）住宅（53戸、うち店舗兼住宅1戸) 

駐車場（37台）地上15階、 

延床面積4,826㎡ 

沖 の 島 第 １ 地 区 0.22ha 優良建築物等整備事業 
完成 

（Ｈ6.7） 

店舗（316㎡）住宅（96戸） 

駐車場（60台）地上14階、 

延床面積9,177㎡ 

沖 の 島 第 ２ 地 区 0.17ha 優良建築物等整備事業 
完成 

（Ｈ8.9） 

店舗（150㎡）住宅（65戸） 

駐車場（57台）地上15階、延床面積6,299㎡ 

諏 訪 町第 １ 地 区 1.10ha 市街地再開発事業（組合） 協議中 
これまでの協議経過を踏まえ、新たな事業展開に

向けての組合活動を継続する。 

 

 

●ＪＲ四日市駅周辺活性化事業 

ＪＲ四日市駅周辺活性化事業は、ＪＲ関西本線の高架化、ＪＲ貨物駅の移転、駅周辺の土地区

画整理事業、拠点施設の整備を柱としているが、大規模プロジェクトとなることから課題も多く、平

成14年度に一時休止、その後平成17年度には、新規の用地取得を除いて一時休止を解除し土

地開発公社から先行買収済用地の買戻しを行った経緯がある。現在、早急に事業の方向性を

出すため、既定計画の再検証とともに、より実現可能な段階的整備手法等について調査を進め

ているところである。 
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土木・建設 
 

●市内の道路と舗装状況 

激増する車交通の円滑化を図るため、市内の国道、県道、幹線市道等の整備と合わせて、バ

イパス的道路計画の促進に努めている。 また、日常生活の足となる道路の改良及び狭隘部分の

拡幅事業、舗装の新設、再舗装等整備に取り組んでいる。  

（平成19年4月1日現在） 

舗   装 未舗装 
種  別 本  数 実施数 

延 長 舗装率 延 長 

国  道 

県  道 

市  道 

9 

34 

7,716 

8４.９㎞

160.6 

2,121.3 

83.7㎞

151.8  

1,845.9  

98.7％ 

94.5  

87.0  

1.2㎞

8.8  

275.4  

 

●市内の河川   

市管理河川は、93河川(総延長119.65㎞)を有し、このうち23河川(延長50.89㎞)を準用河川と

して指定している。 

現在、準用河川３河川の改修を重点に推進しているほか、普通河川および排水路の計画的、

効果的な整備に努め、適正な維持管理を行っている。また治水対策として、洪水の発生を未然

に防止するため、河川流域の開発による洪水流出量を極力抑制するとともに十四川の雨水流出

抑制（調整池）を進め、河川流域の保水、遊水機能の保全に努めている。 

 

管  理 本  数 総延長 主 な 河 川 名 

1 級 河 川  7 51,650ｍ 内部川、鈴鹿川など 

2 級 河 川  9 60,186 朝明川、海蔵川、三滝川、鹿化川、天白川など 

市 管 理 河 川 93 119,653 うち準用河川指定23、延長50,893ｍ 

 

●橋梁状況   

市内の木造を永久橋化構造に架け換え、通路間を有機的に接合するため橋の新設を行うとと

もに、狭隘な橋の拡幅を行うなど、橋梁の整備に努めている。  

（平成19年4月1日現在） 

種  別 橋  数 延  長 

総  数 

永 久 橋 

非 永 久 橋 

1,201 

1,184 

   17 

  12,408ｍ 

12,345 

    63 
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●道路、河川又は水路の境界確認  

市が管理する道路、河川又は水路（官地）と、それに接した土地（民地）との境界線について、

現地で「立会い」を行い、確認している。 

 

年  度 件  数 

平成１７年度 １０１９件 

平成１８年度 １０６６件 

 

●道路、水路用地の確保  

生活道路や水路の用地の寄附を受け付け、道路、水路を改良し、住環境の向上を図ってい

る。 

 

年  度 筆  数 面  積 

平成１７年度 ２３４筆 9,705.53㎡ 

平成１８年度 １５８筆 3,636.96㎡ 
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交通安全対策   
 

交通事故の防止のため、関係機関との連携のもとに交通安全思想の普及ならびに交通安全教

育の推進、交通安全施設の整備、放置自転車対策事業等を施策の重点とし、事業の推進を図っ

ている。 

1.交通安全思想の普及 

・交通死亡事故抑止対策事業 

近年の交通事故の全国的な傾向は、高齢者の死傷者が高水準で推移しており、本市に

おいても、過去3年間の交通死者の内、平成16年が２３人中１１人（４７．８％）、平成17年が２

２人中１０人（４５．５％）、平成18年が２３人中１２人（52．2％）と、最近の３年は概ね２人に１

人が６５歳以上の高齢者で占められている。 

高齢者が交通死者の大きなウエイトを占めていることから、特に、高齢者を対象とした地域

ぐるみの活動を展開する。 

 

・交通安全運動の推進及び広報活動の充実 

子どもと高齢者の安全確保を第一に、四日市市交通安全協議会を中心として、関係機

関、団体と密接な連携を保ちながら官民一体の広報活動を実施する。特に、死亡事故に占

める高齢者の割合が高いことから、高齢者に対する交通安全研修会等参加実践型研修会

を実施する。さらに、四季の交通安全運動においては、高齢者の事故防止、飲酒運転の根

絶、シートベルトの着用の徹底に力点をおいて各種啓発事業や街頭啓発を中心としたキャ

ンペーン活動を実施する。 

 

・交通安全教育の推進 

子どもの交通安全指導体制の充実を図るため、市交通安全保護者会の活動強化はもと

より、地域、家庭、学校等を中心に自らが参加し、体験できる研修を取り入れ、積極的な啓

発活動を推進する。また、通学路等を中心に通行者の交通ルールの遵守とマナーの向上の

ため、通学路交通安全キャンペーン等の啓発活動を実施する。 

 

2.交通安全施設整備事業  

年々増加する自動車交通に対し、歩行者の通行保護と自動車運行の安全を図ることが大切

であり、歩行者および自転車利用者の安全と事故防止を目標とした交通安全諸施設の整備に

取り組んでいる。 

工     種 路 線 名 事 業 量 

国補事業 歩道の整備 赤堀末永線 293ｍ 

市単独事業 歩道設置、防護柵、道路

照明、道路反射鏡、区画

線他 

市内一円 一式 
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3.放置自転車対策事業  

｢四日市市自転車等放置防止条例｣に基づき、放置自転車等の巡視、指導、警告及び啓

発活動を実施する。また、効果的な放置自転車対策を実施するため、関係機関・団体と協力

して自転車駐車場の整備、駐輪マナーの啓発、放置自転車の撤去等を実施する。さらに引き

取りのない自転車は資源の有効利用を図るためリサイクルを実施する。 

・放置自転車移動台数1,189台(うち返還台数497台、リサイクル443台)・・・・・・・・・平成18.4.1～19.3.31 

 

市営自転車駐車場整備状況                               （平成19年4月1日現在） 

駐 車 場 名（場所） 面積 収容台数 駐 車 場 名（場所） 面積 収容台数

近鉄海山道駅東 30㎡ 20台 三岐大矢知駅前 87㎡ 70台

近鉄川原町駅北 101 100 三岐平津駅前 60 50 

本町駐車場（三和商店街） 250 100 三岐暁学園前駅（市道高架下） 210 190 

近鉄新正駅前 60 60 三岐山城駅北 285 220 

近鉄塩浜駅西 113 120 三岐山城駅南 140 60 

近鉄塩浜駅東 234 290 近鉄霞ヶ浦駅前 239 130 

近鉄阿倉川駅前 579 550 近鉄川島駅南 340 250 

近鉄富田駅東 254 250 三岐保々駅前 250 110 

近鉄富田駅西 188 280 三岐北勢中央公園口駅前 100 100 

近鉄富田駅西（水路上） 250 250 近鉄赤堀駅北 216 100 

近鉄四日市駅南 1,099 1,579 近鉄北楠駅 303 400 

近鉄中川原駅前 177 160 近鉄楠駅 614 480 

近鉄伊勢松本駅前 274 250 ＪＲ河原田駅南 217 120 

近鉄桜駅南 323 200 ＪＲ南四日市駅前 150 100 

近鉄桜駅北 425 330 Ｊ Ｒ 四 日 市 駅 前 （ 路 上 ） 143 130 

近鉄日永駅前 260 150 ＪＲ富田駅前（東口） 110 150 

近鉄南日永駅西 108 110 合  計 8,189 7,459 

 

4.違法駐車対策事業 

｢四日市市違法駐車等の防止に関する条例｣に基づき、違法駐車防止指導員による違法駐

車車両に対する助言・啓発活動・駐車場マップの配布、チラシ・ポスター及び看板等の設置に

よる広報を実施する。 

 

 

●交通災害共済事業  

昭和43年10月に発足した本事業は、交通災害を受けた者の当面の生活安定の一助として大

きな役割を果たしてきている。平成19年3月末現在で加入者52,225人、加入率17.2％となり、18

年度は319件、26,490千円の見舞金の給付を行った。 

    本事業は平成１９年９月末日をもって廃止したため、廃止について加入世帯への案内、広報、

組回覧等により周知を行った。なお、見舞金の支払いは平成２０年９月末に終了となる。 
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1.加入状況 

 

2.運営状況 

区    分  平成1４年度 15 16 17 18 

一般世帯 
大 人 

中学生以外 

57,605人

7,173 

54,539人

6,455 

50,672人

5,780 

50,303人  

5,541 

47,037人

4,962 

生活保護 

世   帯  

大 人 

中学生以下 

235 

17 

248 

13 

243 

17 

227 

19 

216 

10 

加
入
者 

合   計  65,030 61,255 56,712 56,090 52,225 

会費総額（千円） 31,681 29,870 27,714 27,082 25,552 

 

3.見舞金支給状況 

等級  区    分  平成14年度 15 16 17 18 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

死亡       100万円  

手関節またはショパー関節以上50万円 

全治6ヶ月以上   11万円  

全治3ヶ月以上  5.5万円  

全治1ヶ月以上  2.2万円  

全治1週間以上   1万円  

全治1週間未満   5千円  

   4件  

  0 

119 

 93 

104 

 44 

 19 

     7件  

  0 

112 

 86 

110 

 47 

 19 

  11件  

  1 

 91 

 113 

 103 

 46 

 16 

  8件  

  0 

106 

 94 

 81 

 29 

 10 

  8件  

  1 

105 

 85 

 70 

 39 

 11 

 合    計  383 381 381 328 319 

 

 

●交通事故相談事業 

多様化、複雑化していく交通事故の発生に伴う事故当事者の諸問題を解決するため交通事故

相談を実施する。 

（平成18年度中） 

相談内容 件数 相談内容 件数 相談内容 件数

賠償責任者 

賠償額の算定 

過失程度 

示談の仕方 

示談解決後の変更取消

3 

18 

50 

64 

0 

債務不履行 

自賠責保険請求等 

労災・社会保険の利用 

訴訟調停の利用 

生計の維持 

2 

143

13 

58 

1 

各種福祉施設の利用 

各種援護措置の利用 

その他 

合計 

 

1 

6 

228 

587 

 

 

 

区分  平成14年度 15 16 17 18 

加入者数（人） 65,030 61,255 56,712 56,090 52,225 

加入率（％） 22.4 21.1 18.8 18.6 17.2 
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●道路占用許可件数  

道路の占用許可並びに加工の承認に関する業務は、道路の維持管理の面から重要であり、こ

れの適切な指導に努めている。 

電柱、広告塔、その他類する工作物 555件  

地下埋設物 754件  

露店、商店、置場、足場等 44件  

看板、標識、アーチ等 88件  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅹ－ 23

住宅施策  
近年、住宅や住環境に対する市民ニーズは、少子高齢化への対応、災害に強いまちづくり・住ま

いづくりへの要請、環境問題への取組など多種多様になってきています。 

市では、こうした動向をふまえ、平成12年度に策定した住宅マスタープランに基づき、的確な市営

住宅の供給・管理、住宅のバリアフリー等高齢者住宅対策の推進、住まいに関する情報の整理と発

信を重点実行施策として取り組んでいます。 

市営住宅施策では、老朽化した大瀬古新町団地の建替整備を、民間活力を活用した手法により

平成17年度に完成させました。この建替事業は「住みやすい住宅地形成に寄与する市営住宅団

地」への再生を目指し、誰もが安心して暮らせるようにユニバーサルデザインの考え方に基づいて施

設整備を行っております。今後も市営住宅の整備を進めていく中で、ユニバーサルデザインの推進を

図っていきます 

また、市営住宅の適正な維持管理のため計画的な修繕を行うとともに、段差の解消、手すりの設

置など障害者及び高齢者向けのバリアフリー化も計画的に実施しています。 

市営住宅使用料の滞納問題については、専任体制を組んで入居者個々の状況を勘案しながら

督促、訪問等を繰り返しながら納付指導を行い、適正な家賃収納に一層努めています。 

 

●市営住宅団地別概要                         （平成１９年４月１日現在） 

市営住宅（２７団地、３，０７４戸） 

構   造  
団  

地  

名  

地  

区  

管  

理  

戸  

数  

木  

造  

簡

平

簡

二

耐 

二  

中  

耐  

敷地  

面積 

（㎡） 

建設  

年度 

浜町 中部 36  12 24 2,171 S26、S27 

城西町 常磐 7 7 3,037 S28 

石塚町 常磐 119 65 42 12 23,746 S28、S34 

曙町  中部 88  16 72 11,451 S28、S29 

泊が丘 日永 75 21 46 8 12,635 S30、S31 

松寺町 大矢知 4 4 3,326 S32 

大瀬古新町 日永 120  120 16,459 Ｈ16、17 

小鹿が丘 四郷 85 37 48 18,740 S33 

高花平 四郷 450 4 168 166 112 55,845 S35-S46 

あさけが丘 下野 267  98 61 108 31,186 S40-S43 

茂福  富田 112  112 15,361 S40-S43 

天白町 日永 53  23 30 10,746 S41-H4 

登城山 日永 64  64 34,366 S41-S43 

坂部が丘 三重 394  106 96 192 42,140 S43-S46 

小牧町 保々 43  22 6 15 7,509 S55、H8 

寺方町 神前 32  20 12 8,379 S45-S62 

前田町 日永 180  24 156 13,636 S46-S58 
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赤堀町 常磐 68  28 40 4,582 S46-S57 

三重  三重 699  53 134 512 68,026 S47-S56 

北条町 中部 20  20 1,703 S55 

東新町 橋北 38  38 5,386 S62 

丸の内町 富田 18  18 4,628 H1 

西伊倉町 常磐 50  50 12,167 H4、H6 

内部泉町 内部 24  24 4,221 H5 

楠旭町 楠  4  4 320 Ｈ4 

楠新浜町 楠  4  4 215 Ｈ13 

末永・本郷 

再開発住宅 
橋北 20  20 1,066 Ｈ16 

合計  3,074 138 632 613 34 1657   

 

・高齢者対応型住宅…三重団地 39戸、東新町 8戸、丸の内町 2戸、坂部が丘 24戸、西伊倉町 9戸､内部泉町 2戸、 

高花平 10戸、小牧町 8戸、あさけが丘 10戸、大瀬古新町 117戸   計 229戸 

・身体障害者対応型住宅…三重団地 26戸、内部泉町 1戸、坂部が丘 3戸、あさけが丘 1戸、 高花平 4戸 

大瀬古新町 3戸  計 38戸 

・多人数世帯向け住宅…西伊倉町 1戸、内部泉町 1戸、あさけが丘 33戸、高花平 16戸、坂部が丘 12戸 計 63戸 

 

●平成１8年度市営住宅定期募集申込状況                （随時募集は除く） 

 募集対象区分  募  集  団  地  公募戸数  応募者数  応募倍率

一般向け 三重・前田町外  11  72  6.5 

高齢者世帯向け 三重・高花平外   4  8  2.0 

障害者世帯向け 高花平      1  2  2.0 

多人数世帯向け あさけが丘   1   1  1.0 

単身者（団地指定なし）  3  42 14.0 

第 １回  

空家補充募集  

合  計 20 125  6.3 

一般向け 三重・大瀬古新町外 12 107  8.9 

高齢者世帯向け 三重・坂部が丘外   3   9  3.0 

多人数世帯向け あさけが丘   1   2  2.0 

単身者（団地指定なし）  5  51 10.2 

第 ２回  

空家補充募集  

合  計 21 169  8.0 

一般向け 三重・西伊倉町外  10   97  9.7 

高齢者世帯向け 三重   1    3  3.0 

単身者（団地指定なし）  3   42 14.0 

第 ３回  

空家補充募集  

合  計 14 142 10.1 

平  成  １8 年  度  総  合  計  55 436  7.9 
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㈶四日市市都市整備公社 
 

㈶四日市市都市整備公社は、平成３年にテレビジョン放送の電波障害を解消する目的で設立さ

れ、その後、平成１２年度に㈶四日市市開発公社、平成１４年度に㈶四日市市レジャー施設協会と

組織統合を行い、それぞれの事業を引き継ぎ現在に至っている。 

 現在は、「都市の環境資源を活用したサイクリング等の野外活動の管理運営、四日市市等から受

託する土地・建物等の管理運営及び公社が整備した住宅・店舗等の管理運営、並びに都市整備

等に関し行政と連携して公益事業を行うことにより、魅力と活力のある機能的な街づくりの役割を担

い、もって市民福祉の向上、ふれあい社会の構築、快適な都市環境の形成に資すること」を目的とし

て事業を実施している。 

 

 

●組織の概要 

・名 称  財団法人四日市市都市整備公社 

・所 在 地  四日市市本町９番８号（四日市市本町プラザ６階） 

・設立年月日  平成３年４月３０日  

・基 本 財 産  50,000,000 円（全額を四日市市が出捐） 

・役 員 等  理事長（１名）─ 常務理事（１名）─ 理  事（9 名） 

監事（２名） 

評議員（１１名） 

・体 制 

 

 

 

 

●事業の概要 

１．四日市市からの受託事業 

(1)建物等管理事業 

指定管理施設 

・四日市市市民交流会館管理 

・四日市市立労働福祉会館及び四日市市立勤労者総合福祉センター管理 

・四日市市総合会館集会施設管理 

その他施設 

・四日市市本町プラザ管理 

・四日市市視聴覚センター貸館管理 

・視聴覚ライブラリー管理 

(2)墓地管理事業 

指定管理施設 

・四日市市北部墓地公園管理 

評議会 理事会 監 事 

事務局 
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(3)駐車場管理事業 

・近鉄湯の山線高架下月極駐車場管理運営（58 台） 

(4)緑地管理事業 

・伊坂、山村貯水池周辺緑地管理 

２．自主事業 

(1)住宅等管理事業 

・賃貸住宅管理運営（坂部団地 31 戸） 

・賃貸店舗管理運営（三重団地 19 戸） 

・月極駐車場管理運営（坂部団地 38 台、三重団地 38 台、あさけ団地 19 台、桜台団地 57 台） 

(2)レジャー施設管理事業 

・伊坂ダムサイクルパーク管理運営 

・四日市スポーツランド管理運営 

 

●主要施設の概要 

１．伊坂ダムサイクルパーク 

(1)概要 

①サイクリングコース 

・竣工  昭和５３年７月２９日 

・建設費  ７７，３８９千円  （財源内訳）日本自転車振興会補助金 23,900 千円 

年金福祉事業団借入金   53,000 千円 

自己資金              489 千円 

・施設内容  サイクリングコース  全長 9 ㎞ 休憩所 6 棟 フェンス 標識等 

自転車格納庫  伊坂ダム 215.2 ㎡ 山村ダム 79.5 ㎡ 

自転車保有台数 78 台  

（一般車 58 台  マウンテンバイク 8 台  タンデム車 12 台） 

②サイクル広場 

・竣工  平成５年３月２５日 

・建設費  １０４，４３８千円（財源内訳）日本自転車振興会補助金 37,510 千円 

年金福祉事業団借入金   39,200 千円 

自己資金            27,728 千円  

・施設内容  モトクロス自転車コース  全長 200ｍ 

変わり種自転車コース   全長 470ｍ 

管理棟兼自転車格納庫  197.5 ㎡ 

自転車保有台数 54 台  

（マウンテンバイク 21 台  変わり種 31 台  一輪車 6 台） 

③その他 

ログハウス（サイクルパーク管理事務所）149.1 ㎡ 

・竣工  平成４年３月３１日 

・建設費  ３５，０００千円 

・施設内容  休憩室 自転車格納庫 トイレ 事務所 倉庫 
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チビッコカー乗り場及びレストコーナー 

・竣工  平成６年３月２５日 

・建設費  １６，８３０千円 

・施設内容  チビッコカー乗り場 528.2 ㎡ レストコーナー321.3 ㎡ 

 

(2)利用状況 

年  度  サイクリングコース サイクル広場 チビッコカー 

平成１４年度 12,557 人 16,322 人  10,002 人  

平成１５年度 14,262 19,179 12,382 

平成１６年度 18,208 20,949 10,546 

平成１７年度 16,893 19,006  7,972 

平成１８年度 15,216 19,017  7,650 

 

２．四日市スポーツランド 

(1)概要 

①アスレチックコース 

・竣工  昭和５４年７月２９日 

・建設費  ９１，９２５千円 （財源内訳）日本宝くじ協会補助金  33,000 千円  

年金福祉事業団借入金 57,300 千円 

市補助金           1,625 千円 

・施設内容  アスレチックコース  全長 1.3 ㎞ 遊具 36 基  

管理棟 134.6 ㎡ トイレ 駐車場約 200 台  

②高岡山周辺施設 

・竣工  昭和５９年３月３日 

・建設費  ２２６，８５０千円 （財源内訳）雇用促進事業団(当時)建設分 150,000 千円  

年金福祉事業団借入金      44,800 千円  

自己資金               32,050 千円  

・施設内容  センターハウス 710 ㎡ 

スーパースライダー 全長 150ｍ 

大型トリム 高さ 6ｍ 

ローラースケート場 １周 100ｍ 

デーキャンプ場 713 ㎡ 

芝生広場 多目的広場 修景池 トイレ あずまや等 

③その他 

ＦＲＰ製恐竜遊具 3 体（ディメトロドン トリケラトプス プラテオザウルス） 

ジャンピングシーソー 10 基   ＦＲＰ製新幹線遊具 １基   ちびっこプール 100 ㎡ 

チビッコカー広場  センターハウス内自然観察展示コーナー 

サイクリングコース 自転車格納庫 自転車 45 台（マウンテンバイク 45 台） 
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(2)利用状況 

年  度  サイクリングコース アスレチックコース スーパースライダー ローラースケート場  

平成１４年度 668 人  14,577 人  19,402 人  2,062 人  

平成１５年度 592 17,583 23,450 2,654 

平成１６年度 475 19,712 26,349 2,856 

平成１７年度 487 18,881 24,793 3,272 

平成１８年度 424 19,701 21,623 3,093 

 

年  度  デーキャンプ場  ちびっこプール チビッコカー 

平成１４年度 4,557 人 1,325 人  8,142 人  

平成１５年度 4,962 1,397 7,539 

平成１６年度 5,239 1,067 6,180 

平成１７年度 5,349 815 5,930 

平成１８年度 5,606 1,058 5,481 

 


